
 放射線・放射性同位元素の利用の展開 

7－1 放射線利用に関する基本的考え方と全体概要 

放射線・放射性同位元素（RI）の利用（以下「放射線利用」という。）は、原子力エネ

ルギー利用と共通の科学的基盤を持ち、工業、医療、農業を始めとした幅広い分野におい

て社会を支える重要な技術となっています。 

放射線には、アルファ線（α線）、ベータ線（β線）、ガンマ線（γ線）、エックス線（X

線）、中性子線、重粒子線等の様々な種類があり、それぞれ異なる性質を持ちます。また、

放射線を発生する装置やものは、RI、加速器、原子炉等の様々あります。医療機関、研究

機関、教育機関、民間企業等では、利用目的や手段に応じてこれらを適切に使い分けてい

ます。 

放射線発生装置等の研究開発の進展により放射線・RI の利用範囲は広がりをみせてお

り、分野間連携を促進し、国や大学、研究機関、民間企業が連携してオールジャパン体制

で取り組んでいくことが今後更に求められています。 

第第７７章章  放放射射線線・・放放射射性性同同位位元元素素のの利利用用のの展展開開  

 細菌やがん細胞等に損傷を与えて、不活性化することができる。
 化学物質等に照射して別の物質に変えることができる。

図図  77--11  放放射射線線のの特特性性  

（出典）内閣府作成

（1 ） 放射線利用に関する基本的考え方

放射線は生体組織に対して過度に照射すると有害な影響をもたらしますが、図 7-1に示

すような特性を有しています。これらの性質を産業や医療、学術研究等に幅広く活用するこ

とにより、国民生活の水準向上等に大きく貢献しています。 

 原子力委員会の「基本的考え方」では、放射線・RI が幅広い分野で活用されており社会

基盤を支える重要な技術となっていること、今後も更に国民の福祉や生活の質の向上、社会

基盤の維持向上とともに、環境問題や食糧問題等の地球規模の課題の解決に資するため、よ

 り一層推進していくことが示されています。また、2021  年 6 月に閣議決定された「成長戦

略フォローアップ」では、最先端技術の研究開発を加速するため、試験研究炉等を使用した

RIの製造に取り組むことが示されました。このような状況を踏まえ、2021  年 11月から、原

子力委員会の下に設置された「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専門部会」で医療用

を始めとする RIの製造・利用

 推進に係る検討が進められ、  物質を透過するため、物質や生体の内部を細部まで調べることができる。 
 局所的にエネルギーを集中させ、材料の加工や特殊な機能の付与ができる。

2022年 5月に制定されたアク

ションプランでは、今後 10年

以内に実現すべき四つの目

標と、それに向けたアクション

プランが提示されました。 
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さらに、この目標に照らして取り組むべき 4つの事項に関して、具体的なアクションが整

理されています。本アクションプランに基づく取組を推進するためには、関係省庁、国立研

究開発法人、大学、学協会、関係公益法人、企業等が連携して取り組むことが必要不可欠で

あり、国以外のステークホルダーに対し期待される取組についても提言されています。本ア

クションプランは、2022 年に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（骨太

方針 2022）、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォローアップ」、「統合

イノベーション戦略」及び 2023 年 3 月に閣議決定された「がん対策推進基本計画（第 4期）」

においても、その重要性が記載されました。 

目目標標実実現現にに向向けけ取取りり組組むむべべきき課課題題とと具具体体的的ななアアククシショョンン  

＜重要ラジオアイソトープの国内製造・安定供給のための取組推進＞  

 JRR-3・加速器を用いたモリブデン-99/テクネチウム-99m の安定供給（可能な限り 2027 年度末に

国内需要の約 3割を製造し、国内へ供給）

 「常陽」・加速器を用いたアクチニウム-225 大量製造のための研究開発強化（「常陽」において 2026

年度までに製造実証）

 アスタチン-211 実用化に向けた取組強化（2028 年度を目途に医薬品としての有用性を示す） 等

＜医療現場でのラジオアイソトープ利用促進に向けた制度・体制の整備＞ 

 核医学治療を行える病室の整備（特別措置病室等）（核医学治療実施までの平均待機月数について、

3.8 か月（2018 年）→平均 2 か月（2030 年））

 ガリウム-68 等、新たな放射性医薬品への対応 等

＜ラジオアイソトープの国内製造に資する研究開発の推進＞ 

 研究炉・加速器による製造のための技術開発支援

 福島国際研究教育機構による取組推進

 新たな核医学治療薬の活用促進に向けた制度・体制の整備 等

＜ラジオアイソトープ製造・利用のための研究基盤や人材、ネットワークの強化＞ 

 人材育成の強化（研究人材、医療現場における人材 等）

 国産化を踏まえたサプライチェーン強化

 廃棄物の処理・処分に係る仕組みの検討 等
（出典）原子力委員会「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」（2022 年）を基に作成 

コラム ～医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン～ 

放射性同位元素（RI）は医療分野や工業・農業分野等における活用が進められていますが、

特に医療分野では、RI を用いた診断や治療を通して、我が国の医療体制を充実し、国民の

福祉向上に貢献することが重要です。また、高い経済効果が見込まれることから、諸外国に

おいて医療用 RI の製造や利用のための研究を国策として強化する動きが見られています。

　一方で、我が国では現在は多くを輸入に依存している医療用 RI 及び重要 RI の国産化を

実現するために、原子力委員会の医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専門部会は 2022

年 5月に、「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」を取りまとめ

ました。アクションプランでは、今後 10年間に実現すべき目標として、「モリブデン-99/テ

クネチウム-99m の一部国産化による安定的な核医学診断体制の構築」、「国産 RIによる核医

学治療の患者への提供」、「核医学治療の医療現場での普及」、「核医学分野を中心としたラジ

オ アイソトープ関連分野を我が国の『強み』へ」の 4点を挙げています。
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（2） 放射線の種類 

放射線には、電離放射線と非電離放射線の二種類があります。電離放射線は、原子や分子

から電子を引き離しイオン化（電離）する能力を持ちます。電離放射線には、α線、β線及

び陽子線のように電荷を持った粒子線や、中性子線のような電荷を持たない粒子線、X線や

γ線のような電磁波等、様々な種類があります。一方、非電離放射線は、電離放射線のよう

な相互作用をしない可視光線やマイクロ波等です。一般的に、放射線というと電離放射線を

指します（図 7-2）。 

多くの放射線は、物質に当たるときや物質中を透過するとき、物質の分子や原子と相互作

用します。その相互作用は放射線の種類によって異なり、例えば、X線は物質を通り抜ける

能力が高い、α線は物質内部で止まる際に局所的・集中的にエネルギーを与える、といった

特徴があります。このような特徴を生かし、様々な放射線利用が行われています。 

図図  77--22  放放射射線線のの種種類類  

（出典）地人書館 中村尚司著「放射線物理と加速器安全の工学」（1995 年）、環境省「放射線による健康影響等に関する統一的

な基礎資料 令和 3 年度版」（2022 年）等に基づき作成 

 

（3） 放射線源とその供給 

放射線を発生する装置やものには、RI、加速器、原子炉等、様々あり、それらから得られ

る放射線の種類にも特徴があります。これらを目的や手段に応じて使い分けて、効果的に放

射線利用が行われています。 

 

① 放射性同位元素（RI） 

RI は、それ自体が放射線源となります。RI は原子核が不安定であるため、より安定な状

態に移行しようとして別の原子に変わる放射性崩壊を起こし、その際に放出される放射線

（α 線、β 線、γ 線、中性子線）が利用されています。天然に存在する RI の利用は効率

が低いため、原子炉や加速器を用いて RI を人工的に製造しています。 

原子炉での RI 製造は、原子核の核分裂反応あるいは中性子を吸収する反応により行われ

可視光線、紫外線、マイクロ波等

電⼦、陽電⼦、α線、β線、重陽⼦、
陽⼦、ミューオン、重イオン、中間⼦等 

荷電粒⼦線 
（直接電離放射線）

中性⼦、ニュートリノ 等⾮荷電粒⼦線 
（間接電離放射線）

X 線、γ 線電磁波 
（間接電離放射線）

放射線 

⾮電離放射線 

電離放射線 
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ます。我が国で RI 製造・供給を行うことのできる原子炉（研究炉）は、過去に JRR-31、材

料試験炉（JMTR2）、京都大学研究用原子炉（KUR3）の 3 基ありました。このうち、JMTR は

新規制基準対応のための耐震工事費用等を勘案し廃止が決定されましたが、KUR は 2017 年

に、JRR-3 は 2021 年 2 月にそれぞれ運転再開しました4。運転を再開した JRR-3 では、モリ

ブデン 99（Mo-99）製造試験が実施されています。原子力機構の高速実験炉「常陽」につい

ても、運転再開後の RI 製造への利用に向けた取組が、「医療用等ラジオアイソトープ製造・

利用推進アクションプラン」で示されています。 

加速器での RI 製造は、加速された荷電粒子（陽子、α線等）をいろいろな試料に照射す

ることにより行われます。国立研究開発法人理化学研究所（以下「理化学研究所」という。）

の RI ビームファクトリーでは、様々な加速器を用いた RI 製造が行われており、公益社団

法人日本アイソトープ協会を通じて国内の大学や研究機関に頒布されています。 

我が国では、主要な RI 医薬品のテクネチウム 99m（Tc-99m）の原料であるモリブデン 99

（Mo-99）の全量を海外から輸入しており、製造に用いられる研究炉の老朽化や故障、供給

元からの輸送トラブル等の課題を抱えており、製品の欠品など供給が不安定な状況です（図 

7-3）。そのため、研究機関や民間企業において、原子炉や加速器による Mo-99 の国内製造

に向けた取組が進められています。 

「医療用等ラジオアイソトープ製造・利用推進アクションプラン」においては、重要 RI

の国内原子炉や加速器等を活用した製造や研究開発の取組の強化が示されています。 

図図  77--33  MMoo--9999 ののササププラライイチチェェーーンン  

（出典）第 18 回原子力委員会資料第 1 号 公益社団法人日本アイソトープ協会 北岡 麻美「医療用 RI の需要と供給をめぐる状

況について」（2021 年） 

1 Japan Research Reactor No.3 
2 Japan Materials Testing Reactor 
3 Kyoto University Research Reactor 
4 2022 年 4 月、京都大学は、2026 年 5 月までに KUR の運転を終了すると発表。 
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供給される RI の形態には、容器に密封された RI（密封 RI）と、密封されていない RI（非

密封 RI）の二つがあります。密封 RI は民間企業への供給量が特に多く、非破壊検査や計測

等の装置、医療機器や衛生材料の滅菌等に使用されています。また、非密封 RI は教育機関

を中心に供給されており、分子生物学等の研究分野において、地表の物質の移動現象や動植

物等の生体内における元素の移動現象を追跡できる、感度の高いトレーサーとして利用さ

れています。 

RI を使用する事業所は 2022 年 3 月末時点で 7,493 か所あり、機関別に見ると、民間企業

が 4,486 か所、医療機関が 1,143 か所、研究機関が 400 か所、教育機関が 468 か所、その他

の機関が 996 か所です（図 7-4）。民間企業では、化学工業、パルプ・紙製造業、鉄鋼業、

電気機器製造業を始めとして、幅広い業種において使用されています（図 7-5）。 

 

  
図図  77--44  RRII をを使使用用すするる事事業業所所数数のの推推移移  

（出典）原子力規制委員会「規制の現状 表 2 機関別使用事業所数の推移」に基づき作成 

 

 

図図  77--55  RRII をを使使用用すするる民民間間企企業業のの業業種種別別事事業業所所数数（（22001199 年年 33 月月末末時時点点））  

（出典）公益社団法人日本アイソトープ協会「放射線利用統計 2019（第 3 版）」に基づき作成  
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図図  77--66  放放射射線線発発生生装装置置のの使使用用許許可可台台数数（（22001199 年年 33 月月末末時時点点））  
（出典）公益社団法人日本アイソトープ協会「放射線利用統計 2019（第 3 版）」に基づき作成 

5  Boron Neutron Capture Therapy

医療機関

1,310 

研究機関

174 

教育機関 65 

民間企業

165 

その他の機関 33 

合合計計11,,774477台台

 ② 原子炉

 原子炉では、RI 製造以外にも、核分裂の際に放出される中性子が利用できます。研究炉

 では、中性子をビームとして炉心から取り出し、学術研究のほか、前述した RI製造に加え、

医療にも利用されています。KUR では、炉心から取り出された中性子を利用した脳腫瘍、頭

頸部腫瘍等のホウ素中性子捕捉療法(BNCT5)が行われてきました。この成果を踏まえて、大

 阪医科薬科大学、総合南東北病院の二つの医療機関において、小型加速器による BNCTの保

険診療が開始されています。これにより、KUR  を使用した BNCTの臨床試験は終了しました。 

 ③ 加速器

 加速器は、RI 製造以外にも、電子、陽子、炭素原子核等の粒子を光の速度近くまで加速

して、エネルギーの高い電子線、陽子線、重粒子線の状態で取り出すことができます。粒子

を加速する形状により、直線的に加速する線形加速器と、円軌道を描かせながら次第に加速

 する円形加速器の 2 種類に大別されます。例えば、円形加速器では、電子の加速により、

様々な波長の電磁波が含まれる放射光を発生させることができます。放射光から、目的に応

じて特定の波長の電磁波を取り出し、タンパク質の構造解析等に利用されています。 

放射性同位元素等規制法の許可を受けて使用さ れている加速器（放射線発生装置）は、

2019  年 3  月末時点で 1,747台です（図 7-6）。 このうち 1,310台は医療機関に設置され、が

ん治療等に利用されています。また、教育機関、研究機関、民間企業等でも利用されていま

す。そのほか、放射性同位元素等規制法の規制対象とならない低エネルギー電子加速器、イ

オン注入装置等も民間企業等に多数導入され、コーティング、殺菌・滅菌や半導体製造等幅

広く利用されています。 

なお、中性子源として用いる加速器には持ち運び不可能な大規模な装置が必要ですが、X

線や電子線を発生する加速器は小型化・軽量化が進められ、非破壊検査等、利用対象が広

がっています。 
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図図  77--77  加加速速器器ののエエネネルルギギーーとと種種類類  

（出典）「放射線生物学」（丸善出版） 

 

④ その他（X線発生装置、レーザー発振器） 

X 線発生装置では、陰極と陽極の間に高電圧をかけ、陰極から出た熱電子が高速で陽極とぶ

つかったときに X線が発生します。X線は、レントゲンや非破壊検査等に利用されています。 

レーザー発振器は、気体や固体の原子の電子エネルギーを変化させて取り出した光を増

幅し、ほぼ単一の波長の電磁波であるレーザー光として発振します。指向性が優れている、

エネルギー密度が高いなどの理由から、レーザー溶接や歯の治療等に利用されています（図 

7-8）。 

 

図図  77--88  代代表表的的なな電電子子リリニニアアッッククシシスステテムム  

（出典）「原子力・量子・核融合事典 第 IV 分冊 量子ビームと放射線医療」（丸善出版） 
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7－2 様々な分野における放射線利用 

RI から放出される放射線や加速器、原子炉から取り出される放射線は、その特性を生

かして先端的な科学技術、工業、農業、医療、環境保全、核セキュリティ等の様々な分野

で利用されており、技術インフラとして国民の福祉や生活水準向上等に大きく貢献して

います。加えて、物質の構造解析や機能理解、新元素の探索、重粒子線や α線放出 RI 等

による腫瘍治療を始めとして、今後ますます発展していくことが見込まれます。国や大

学、研究機関、民間企業が連携して、先端的な利用技術の研究開発や、そのための装置の

開発が進められています。 

（1） 放射線の利用分野の概要

放射線は、私たちの身近なところから広く社会の様々な分野で有効に利用されています

（図 7-10）。我が国における 2015 年度の放射線利用（工業分野、医療・医学分野、農業分

野）の経済規模は約 4兆 3,700 億円と評価されています（図 7-9）。この経済規模は、放射

線を利用したサービスの価格や放射線照射の割合を考慮した製品の市場価格等から推計し

たもので、放射線が国民の生活にどの程度貢献しているかを示す指標の一つと捉えること

ができます。 

IAEA が 2021 年 9 月に公表した原子力関連技術の動向に関する報告書「Nuclear 

Technology Review 2021」においても、放射線利用の技術動向が紹介されています。医療分

野では、新型コロナウイルス感染症を始めとする感染症の検出や診断における放射性医薬

品の役割や、治療時の線量評価等が挙げられています。また、農業分野では食品中の残留農

薬測定が、環境保全分野では気候変動の影響に対処するための RI を用いた有機炭素測定等

が取り上げられています。 

図図  77--99  我我がが国国ににおおけけるる放放射射線線利利用用のの経経済済規規模模のの推推移移  

（出典）内閣府作成 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

2015年度

2005年度

1997年度

⼯業利⽤ 医療・医学利⽤ 農業利⽤

（億円）

約3兆5,000億円

約4兆1,117億円

約4兆3,700億円
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図図  77--1100  様様々々なな分分野野ににおおけけるる放放射射線線利利用用のの具具体体例例  

（出典）原子力委員会「原子力利用に関する基本的考え方 参考資料」(2023 年)に基づき作成 
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（2） 工業分野での利用

① 材料加工

放射線の照射により、強度、耐熱性、耐摩耗性等の機能性向上のための材料改質が行われ

ています。例えば、自動車用タイヤの製造では、ゴムに電子線を照射することにより、強度

を増しつつ、精度よく成形した高品質なラジアルタイヤが製造されています。特に利用規模

が大きい半導体加工においても、電子線や中性子線等を照射することにより、特性の向上が

行われています。また、宝石にγ線等を照射し色合いを変える改質処理も実施されています。 

② 測定・検査

部材や製品の厚さ、密度、水分含有量等の精密な測定や非破壊検査等において、放射線が

利用されています。例えば、老朽化した社会インフラの保全において、コンクリート構造物

の内部損傷や劣化状態を調べるため、放射線を用いた非破壊検査が行われています。製造工

程管理、プラントの設備診断、エンジンの摩耗検査、航空機等の溶接部検査等にも広く利用

されています。このような測定や検査に用いられる RI 装備機器は、2019 年 3 月時点で、厚

さ計が 2,357 台、レベル計が 1,235 台、非破壊検査装置が 971 台設置されています。 

③ 滅菌

製品や材料にγ線や電子線を照射することにより、残留物や副生成物を残すことなく、確

実に滅菌を行うことができます。そのため、注射針等の医療機器、化粧品の原料や容器、マ

スク等の衛生用品等の滅菌に広く利用されています。

（3） 農業分野での利用

① 品種改良

植物にγ線等を照射することにより多様な突然変異体を作り出し、その中から有用な性

質を持つものを選抜することにより、効率的に品種改良を行うことができます（図 7-11）。

これまでに、大粒でデンプン質が多く日本酒醸造に適した米、黒斑病に強いナシ、斑点落葉

病に強いリンゴ、花の色や形が多彩なキクやバラ、冬でも枯れにくい芝等、多数の新品種が

作り出されてきました。新品種は、農薬使用量の低減により環境負荷の低減や農業関係者の

負担軽減につながるとともに、消費者の多様なニーズに合った商品開発にも貢献していま

す。 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構では、多様な突然変異体を利用して有

用遺伝子の探索や機能解析を進めるとともに、放射線育種場において、外部からの依頼によ

る花きや農作物等への照射も行っています6。また、理化学研究所では、重イオンビームの

照射による突然変異誘発技術を用いて、品種改良ユーザーと連携した新品種育成や遺伝子

の機能解析等を行っています。 

6 放射線育種場は 2022 年度で照射業務を終了し、2022 年 12 月に外部からの依頼受付を終了。
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図図  77--1111  放放射射線線照照射射にによよるる品品種種改改良良ののイイメメーージジ  

（出典）バイオステーション「さまざまな品種改良の方法」及び国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構「放射線育種

場」に基づき作成 

 

② 食品照射 

食品や農畜産物に γ 線や電子線等を照射することにより、発芽防止、殺菌、殺虫等の効

果が得られ、食品の保存期間を延長することが可能です。我が国では、ばれいしょ（じゃが

いも）の発芽防止のための照射が実用化されています。 

 

③ 害虫防除 

害虫駆除の例として、不妊虫放飼法があります。これは、γ線照射によって不妊化した害

虫を大量に野外に放つことにより、交尾しても子孫が生まれない確率を上げ、数世代かけて

害虫の数を減少させ最終的に根絶させるという方法です。放飼法を実施している地域と実

施していない地域との間で対象となる害虫の行き来がないこと等、成功させるための条件

もありますが、殺虫剤で駆除しきれない場合にも駆除が可能となるという優れた特徴を持

ちます。我が国では、沖縄県と奄美群島において、キュウリやゴーヤ等のウリ類に寄生する

ウリミバエの根絶が行われました。 

 

（4） 医療分野での利用 

医療分野では、診断と治療の両方に放射線が活用されています。診断では、レントゲン検

査、X 線 CT7検査、PET8検査や骨シンチグラフィ等の核医学検査（RI 検査）等が広く実施さ

れています。治療では、高エネルギーX線・電子線治療、陽子線治療、重粒子線治療、ホウ

素中性子捕捉療法、小線源治療、核医学治療（RI 内用療法）等、腫瘍の効果的な治療に利用

されており、今後の更なる進展が期待される領域の一つです。また、特に放射線治療分野で

は、医学、薬学、生物学、物理学、放射化学、工学等の多数の専門領域が関与しており、医

                             
7 Computed Tomography（コンピュータ断層撮影） 
8 Positron Emission Tomography（陽電子放出断層撮影） 
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師、診療放射線技師、看護師、医学物理士9等がそれぞれの専門性を生かして密接に連携す

ることが求められます。 

① 放射性同位元素（RI）による核医学検査・核医学治療

核医学検査（RI 検査）とは、対象となる臓器や組織に集まりやすい性質を持つ化合物に

RI を組み合わせた医薬品を、経口や静脈注射により投与し、放出される γ 線をガンマカメ

ラや PET カメラを用いて体外から検出し、画像化する検査方法です。γ線の分布や集積量等

の情報から、病巣部の位置、大きさ、臓器の変化状態等を精度よく知り、様々な病態や機能

を診断することができます。核医学検査では、内部被ばく線量を極力抑えるために、表 7-1

に示すような半減期の短い RI が選択されます。 

核医学治療（RI 内用療法、標的アイソトープ治療）とは、対象となる腫瘍組織に集まり

やすい性質を持つ化合物にα線やβ線を放出する RI を組み合わせた医薬品を、経口や静脈

注射により投与し、体内で放射線を直接照射して腫瘍を治療する方法（図 7-12）です。核

医学治療では、周囲の正常な細胞に影響を与えな

いようにするために、放出される粒子の飛ぶ距離

が短い RI が選択されます。表 7-1 に示す国内承

認済みの治療用の RI を用いた医薬品は保険診療

に用いることが可能10となっており、その実績は増

加傾向にあります（図 7-13）。また、アクチニウ

ム 225（Ac-225）やアスタチン 211（At-211）のよ

うなα線放出 RI を用いたがん治療の研究等も進

められています。 

一方で、精度の高い放射線治療の更なる推進に

向けて、放射線療法を担う専門的な医療従事者の

育成に課題があることから、「第４期がん対策推進基本計画」（2023 年 3 月閣議決定）では、

粒子線治療を含む高度な放射線治療に係る安全性・有効性等の検証を進めるとともに、粒子

線治療施設の効率的かつ持続可能な運用について検討するとしています。 

9 放射線医学における物理的及び技術的課題の解決に先導的役割を担う者。一般財団法人医学物理士認定

機構による認定資格。 
10 I-131、Y-90、Ra-223、Lu-177 を用いた医薬品は、医療機関等で保険診療に用いられる医療用医薬品と

して、薬価基準に収載されている品目リスト（2023 年 4 月 1 日時点）に掲載。なお、ストロンチウム 89

（Sr-89）を用いた医薬品「メタストロン注」については、2007 年に薬価基準に収載されたものの、製造販

売終了に伴い 2020 年 4 月 1日以降は除外。 

図図  77--1122  αα線線放放出出 RRII にによよるる治治療療例例  

（出典）第 1 回医療用等ラジオアイソトープ製造・利用専

門部会資料3「医療用等ラジオアイソトープ（RI）製造・利

用促進の検討について（案）」（2021 年）
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表表  77--11  代代表表的的なな核核医医学学用用 RRII とと種種類類  

（出典）「医用工学ハンドブック」（エヌ・ティー・エス）（2022 年） 

14,000
甲状腺機能亢進症（I-131）
甲状腺がん（I-131）
骨転移の疼痛緩和（Sr-89）
悪性リンパ腫（Y-90）
骨転移のある前立腺がん（Ra-223）

12,000
10,000
8,000
6,000
4,000
2,000

0
1987年 1992年 1997年 2002年 2007年 2012年 2017年

図 7-13 非密封 RI を用いた核医学治療件数（年間）の推移 

（出典）第 12 回原子力委員会 公益社団法人日本アイソトープ協会「核医学診療の現状と課題」（2021 年）、公益社団法人日本

アイソトープ協会「第 8 回全国核医学診療実態調査報告書」（2018 年）に基づき作成

件
数
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して、IAEA 物理化学部門のメリッサ・デネケ部長は、各国の

地域的な取組が連結し一層の研究の発展につながることへの

期待を表明するとともに、IAEA が国際的なネットワークを提

供することができれば議論の場や共同研究の発出点として使

えることを述べました。これを契機に、At-211 を始めとする

α 線放出 RI を用いた医薬品の研究や医療応用につ

いて、国際連携が進展することが期待されます。 

② 中性子線ビームを利用したホウ素中性子捕捉療法（BNCT）

BNCT は、中性子線を利用して腫瘍を治療する方法です（図 7-14）。BNCT ではまず、中性

子と核反応（捕獲）しやすいホウ素を含み悪性腫瘍に集まる性質を持つ医薬品を、点滴によ

り投与します。その後、患部にエネルギーの低い中性子線を照射すると、中性子は医薬品の

集積していない正常な細胞を透過しますが、医薬品の集積した悪性腫瘍の細胞では医薬品

中のホウ素により中性子が捕獲されます。中性子を捕獲したホウ素は分裂してリチウム 7

（Li-7）とα線を放出し、これらが悪性腫瘍の細胞を攻撃します。Li-7 とα線が放出され

る際に飛ぶ距離はごく短く、一般的な細胞の直径を超えないため、悪性腫瘍の細胞のみを選

択的に破壊することができます。 

以前は中性子源を原子炉に依存していたため普及に制限がありましたが、病院内に設置

できる加速器を用いた小型 BNCT システムの開発が進められ、医療機器として実用化されて

います（図 7-15）。臨床試験も数多く実施されており、2020 年 6 月には、一部の腫瘍11を対

象として保険適用が開始されました。 

コラム ～アスタチン211(At-211)に係る国際協力に向けたIAEA総会サイドイベント

上上坂坂原原子子力力委委員員長長にによよるる開開会会挨挨拶拶  

（出典）第 44 回原子力委員会資料第 2 号 内閣府

「国際原子力機関（IAEA）第 66 回総会内閣府主

催サイドイベントの結果報告」（2022 年） 

2022  年 9  月に、原子力委員会の主催により、第 66  回 IAEA  総会サイドイベント「α 線薬

 剤の開発とアイソトープの供給-アスタチン  211 と国際機関における役割の可能性-」がハ

イブリッド形式で開催されました。各国・ 地域及び国際機関から約 240名が参加し、IAEA、

日本（大阪大学及び住友重機械工業、福島県立医科大学）、米国・欧州の製造・供給網の

 代表者、At-211  の製造・研究開発について先進的な取組を推進している各国研究者から、

 At-211 の製造・供給に関する取組状況等の共有が行われました。サイドイベントの総評と

11 切除不能な局所進行又は局所再発の頭頸部癌。 
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図図  77--1144  BBNNCCTT ののイイメメーージジ  
（出典）内閣府作成 

図図  77--1155  BBNNCCTT 治治療療シシスステテムム  （（南南東東北北 BBNNCCTT 研研究究セセンンタターーのの例例））  

（出典）総合南東北病院 広報誌 SOUTHERN CROSS Vol.87「究極のがん治療 ホウ素中性子補足療法（BNCT）」 

③ 粒子線治療（陽子線治療、重粒子線治療）

粒子線の照射による腫瘍の治療として、水素原子核を加速した陽子線を利用する陽子線

治療と、ヘリウムよりも重い原子核（一般に治療に利用されているのは炭素原子核）を加速

した重粒子線を利用する重粒子線治療が行われています。照射された粒子線は、体内組織に

あまりエネルギーを与えず高速で駆け抜け、ある深さで急に速度を落とし、停止する直前に

周囲へ与えるエネルギーがピークになる性質があります。そのため、ピークになる深さをコ

ントロールすることにより、がん細胞を集中的に攻撃することができます。また、重粒子線

には生物効果（殺細胞効果）や直進性が高いという優れた特性がありますが、治療装置が大

型であるため、量研では「量子メス12」と呼ばれる小型治療装置の研究開発が進められていま

す。2022 年 5 月、量研は、量子メスを構成する主要装置の 1 つである、マルチイオン源13の

開発に世界で初めて成功したと発表しました（図 7-16）。 

腫瘍細胞 正常細胞

ホウ素
医薬品

②ホウ素医薬品が
腫瘍細胞に集積

④医薬品中のホウ素が
中性⼦を捕獲

中性⼦

リチウム7

α線

⑤中性⼦を捕獲したホウ素から
リチウム7とα線が放出され、

⑥腫瘍細胞を内部から攻撃

ホウ素

③
低エネルギー
中性⼦ビーム
を照射

①
ホウ素
医薬品
を投与

12 https://www.qst.go.jp/site/qst-kakushin/39695.html 
13 現在の炭素イオンビームを用いた重粒子線治療を高度化して、ネオン、酸素、ヘリウムといった複数の

イオンによるマルチイオン治療を可能とするマルチイオン源。量子メスでは、腫瘍の悪性度に応じて最適

な種類のイオンビームを組み合わせて用いるマルチイオン治療により、細胞殺傷効果を更に高めつつも副

作用を低減することが期待されている。
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陽子線治療、重粒子線治療ともに、一部14は保険適用対象となっており、また、先進医療

として実施されているものもあります。2022 年 4 月には粒子線治療の保険適用範囲が拡大

されました。粒子線治療を実施している医療機関は、図 7-17 のとおりです。 

図図  77--1166  量量子子メメススのの構構想想図図  

（出典）量子科学技術研究開発機構ウェブサイト「量子メス研究プロジェクト」 

図図  77--1177  我我がが国国ににおおいいてて粒粒子子線線治治療療をを実実施施ししてていいるる医医療療機機関関（（22002233 年年 33 月月末末時時点点））  

（出典）厚生労働省「先進医療を実施している医療機関の一覧」に基づき作成 

14 2022 年 4 月 1 日時点における保険適用の範囲は以下のとおり。 

重粒子線治療：手術による根治的な治療法が困難である限局性の骨軟部腫瘍、頭頸部悪性腫瘍（口腔・咽

喉頭の扁平上皮癌を除く。）、手術による根治的な治療法が困難である肝細胞癌（長径 4 センチメートル以

上のものに限る。）、手術による根治的な治療法が困難である肝内胆管癌、手術による根治的な治療法が困

難である局所進行性膵癌、手術による根治的な治療法が困難である局所大腸癌（手術後に再発したものに

限る。）、手術による根治的な治療法が困難である局所進行性子宮頸部腺癌又は限局性及び局所進行性前立

腺癌（転移を有するものを除く。）に対して根治的な治療法として行った場合。 

陽子線治療：小児腫瘍（限局性の固形悪性腫瘍に限る。）、手術による根治的な治療法が困難である限局性

の骨軟部腫瘍、頭頸部悪性腫瘍（口腔・咽喉頭の扁平上皮癌を除く。）、手術による根治的な治療法が困難

である肝細胞癌（長径 4 センチメートル以上のものに限る。）、手術による根治的な治療法が困難である肝

内胆管癌、手術による根治的な治療法が困難である局所進行性膵癌、手術による根治的な治療法が困難で

ある局所大腸癌（手術後に再発したものに限る。）又は限局性及び局所進行性前立腺癌（転移を有するもの

を除く。）に対して根治的な治療法として行った場合。 
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仕組みを究明し、現状の腫瘍

周辺のみの線量を評価する治

療計画を超えて、将来的な副

作用の発生リスクの低減を考

慮した新たな放射線治療計画

の作成に寄与することが期待

されます。 

15 最初のがんが治癒して 5～10 年後以降に、1 次がんとは異なる種類（起源）の細胞ががんになる場合、

2次がんという。 
16 Radio Therapy package based on PHITS for Carbon Ion Radio Therapy
17 任意の 3 次元体系中の様々な放射線の挙動を最新の核データや核反応モデルを用いてシミュレーション

する汎用のモンテカルロ放射線挙動解析コード。 

コラム  ～重粒子線治療の全身被ばくを高精度に評価するシステムの開発～

放射線治療では腫瘍領域以外の正常組織への照射を完全に無くすことはできず、2次がん15

などの副作用が発生するリスクがあります。 2 次がんなどの確率的に非常に低い割合で起き

る晩発の副作用の原因を究明するには、患者体内の詳細な被ばく線量分布を基に、臓器ごと

の被ばくの程度と副作用の発生確率を膨大な数の患者に対して調べる必要があります。重粒

子線治療は X線やγ線の治療に比べて 2次がんの発生率が有意に低いとの報告があるものの、

統計的に十分な症例データに対して正常組織への被ばく線量を調べるシステムがなく、定量

的な評価がされていませんでした。 

原子力機構と量研では重粒子線治療後の副作用の発生原因の調査に必要となる詳細な被ば

く線量データを取得するため、治療部位から遠く離れた正常組織を含む全身の正確な線量分

布を評価できるシステム（RT-PHITS for CIRT16）の開発を行いました。本システムは、重粒

子線治療の治療計画データから治療時の照射体系の再構築に必要な情報を抽出し、コン

ピュータ上の仮想空間に再現し、原子力機構が中心となって開発したモンテカルロ放射線挙

動解析コー ド PHITS17を用いて、照射体系内の重粒子線及 び 2 次粒子の挙動を正確にシミュ

レーションします。これにより、患者全身の詳細な線量分布の評価を実現しました。また、治

療計画データを直接読み込み、線量分布を自動的に計算するシステムも構築でき、膨大な数

の患者データの処理が可能です。 

本システムは、世界最多の重粒子線治療実績がある量研で、過去の重粒子線治療の再評価

に活用される予定です。評価結果を治療後の疫学データと組み合わせることで、2次がんなど

の放射線治療後の副作用と被ばく線量の相関関係を明らかにすることができます。この再評

価を通して重粒子線治療 の 2 次がん発生率の低い理由や放射線治療における副作用の発生の

線量評価システムの役割イメージ図 

（出典）原子力機構「重粒子線治療の全身被ばく線量評価システムが完成-過去の

重粒子線治療の症例から学び、未来の放射線治療に活かす-」（2022年） 
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（5） 科学技術分野での利用

科学技術分野では、構造解析、材料開発、追跡解析、年代測定等に放射線が利用されてお

り、物質科学、宇宙科学、地球科学、考古学、環境科学、生命科学等とも接点があり、境界

領域や融合領域の発展が期待されます。また、高エネルギー物理、原子核物理、中性子科学

等における新たな発見のためにも、放射線（特に量子ビーム）が利用されています。量子ビー

ムは、電子、中性子、陽子、重粒子、光子、ミューオン、陽電子等を細くて強いビームに整え

たものの総称です。それぞれの線源と物質との相互作用の特徴を生かして、物質の構造や反

応のメカニズムの解析等が行われています。これにより物質科学や生命科学が発展し、様々

な分野へ応用され、イノベーションを生み出しています。量子ビームを取り出すことができ

る加速器施設や原子炉施設（量子ビーム施設）は、図 7-18 のとおりです。 

図図  77--1188  我我がが国国のの主主なな量量子子ビビーームム施施設設  

（出典）文部科学省提供資料 

また、文部科学省の量子ビーム利用推進小委員会では、2021 年 2 月に公表した「我が国

全体を俯瞰した量子ビーム施設の在り方（とりまとめ）」を踏まえ、量子ビーム連携プラッ

トフォームの構築・推進、各施設における DX の推進、人材育成等の政策の具体化等につい

て検討を進めることとしています。2022 年には計 4 回の会議が開催され、官民地域パート

ナーシップによる次世代放射光施設の推進の中間評価や大強度陽子加速器施設（J-PARC18）

中間評価フォローアップ等についての議論がなされました。 

18 Japan Proton Accelerator Research Complex 

280第7章　放射線・放射性同位元素の利用の展開

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

用
語
集

特
　
集

は
じ
め
に

第
９
章



 

① 中性子線ビームの利用 

大強度パルス中性子源19を使ったビーム利用実験が可能な代表的な施設に、大強度陽子加

速器施設 J-PARC の物質・生命科学実験施設（MLF20）があります。 

MLF には、中性子線を利用する装置だけでなく、ミューオンを取り出して利用する装置も

あります。ミューオンは電子と同じ仲間の素粒子で、電磁的な相互作用をします。ミューオ

ンの特性を利用した研究手法21は、物質の磁気的な性質や物質中に存在する微量の水素原子

の存在状態の探索等の物質研究において非常に有効なツールとなっています（図 7-19）。 

MLF を利用した研究の一例として、中性子やミューオンの特長を生かしたリチウムイオン

電池の研究開発があります。電池の大容量化、劣化、安全性に関する研究開発は、電気自動

車や再生可能エネルギーの普及のために重要な役割を果たします。 

 

図図  77--1199  JJ--PPAARRCC 物物質質・・生生命命科科学学実実験験施施設設（（MMLLFF））のの実実験験装装置置配配置置概概要要  

（出典）J-PARC センター提供資料 

 

また、中性子ビーム利用を主目的とした施設として、「もんじゅ」サイトを活用した新た

な試験研究炉の検討が進められています。2022 年 12 月には、新たな試験研究炉計画の詳細

設計段階以降における実施主体として原子力機構が選定されました。 

                             
19 100 万分の１秒等の短い時間（パルス）に極めて大きなエネルギーを持った（大強度）中性子を繰り返

し発生させる装置。 
20 Materials and Life Science Experimental Facility 
21 ミューオンスピン回転・緩和・共鳴法（μSR）。 
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② 放射光の利用

大型放射光源を使ったビーム利用実験が可能な代表的な施設に、大型放射光施設 SPring-

822があります。SPring-8 は、微細な物質の構造や状態の解析が可能な世界最高性能の放射

光施設であり、生命科学、環境・エネルギーから新材料開発まで広範な分野において、先端

的・革新的な研究開発に貢献しています。SPring-8 の研究成果として、比較的波長の長い X

線（軟 X線）ナノビームを用いた磁石の結晶構造解析があります。資源が中国等に偏在する

貴重な希土類元素を用いない高性能永久磁石の開発に向けて、成果を上げています。また、

極めて短い時間間隔での分析が可能な X線吸収微細構造（XAFS23）測定により、粘土鉱物へ

のセシウム取り込み過程を追跡する福島環境回復研究も行われています。燃料デブリの形

成過程を詳細に解明するためにも放射光が用いられており、東電福島第一原発の安全な廃

炉作業を支援しています。なお、理化学研究所では、現行の SPring-8 の 100 倍以上の輝度

を実現する次期計画「SPring-8-II」の概念設計書がウェブサイトに公開されています。 

また、X 線自由電子レーザー24（XFEL25）施設 SACLA26は、非常に高速のパルス光を利用で

きるため、X線による試料損傷の影響の低減が期待できるとともに、物質を原子レベルの大

きさで、かつ非常に速く変化する様子をコマ送りのように観察することが可能です。SACLA

の研究成果として、光合成による水分解反応を触媒する光化学系Ⅱ複合体（PSII27）の構造

解明研究があります。この研究成果は人工光合成開発への糸口となるもので、エネルギー、

環境、食糧問題解決への貢献が期待されています。 

さらに、次世代放射光施設（軟 X線向け高輝度 3GeV 級放射光源）の整備に向け、官民地

域パートナーシップにより、2023 年度の稼働開始を目指

して建屋工事や機器の製作、線量評価が行われています

（図 7-20）。同施設は、物質の構造解析に加え、機能に影

響を与える電子状態等の詳細な解析が可能であるという

特徴を持ちます。創薬、新たな高活性触媒、磁石やスピン

トロニクス素子等の研究開発への利用が期待さ

れています。また、これまで放射光と縁がなかっ

た企業や学術研究機関がイノベーションを起こすために次世代放射光施設を活用するため

の仕組みとして、コアリション（有志連合）が結成され、活用の準備が進められています(図 

7-21)。2022 年 6 月にはこの次世代放射光施設の愛称「NanoTerasu」が発表されました。

22 Super Photon ring-8 GeV 
23 X-ray Absorption Fine Structure 
24 X 線でのレーザーを作る方式の一つ。従来の物質中での発光現象を使う方式ではなく、電子を高エネル

ギー加速器の中で制御して運動させ、それから出る光を利用する方式で、原子からはぎ取られた自由な電

子を用いて X 線レーザーを作ることが X 線自由電子レーザーと呼ばれる由来。 
25 X-ray Free Electron Laser 
26 SPring-8 Angstrom Compact free electron LAser 
27 Photosystem II 

図図  77--2200  次次世世代代放放射射光光施施設設のの完完成成イイメメーージジ  

（出典）一般財団法人光科学イノベーションセンター提供資料
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図図  77--2211  NNaannooTTeerraassuu  官官民民パパーートトナナーーシシッッププ  

（出典）文部科学省 NanoTerasu（次世代放射光施設）の利活用の在り方に関する有識者会議（第１回） 資料 2  

 

③ RI ビームの利用 

RI ビームを使ったビーム利用実験が可能な代表的な施設に、理化学研究所の RI ビーム

ファクトリーがあります。RIビームファクトリーは、水素からウランまでの全元素のRIを、

世界最大の強度でビームとして発生させる加速器施設です（図 7-22）。宇宙における元素の

起源や生成、素粒子の振る舞

いの解明等の学術的、基礎的

な研究から、植物の遺伝子解

析による品種改良技術への

適用、RI 製造技術の高度化

研究等の応用・開発研究ま

で、幅広い領域での活用が進

められています。 

RI ビームファクトリーを利

用した大きな研究成果として、新元素「ニホニウム」の発見があります。これは、RI ビーム

ファクトリーで合成に成功した原子番号 113 の元素であり、理化学研究所を中心とする研

究グループが新元素の命名権を獲得したものです。 

  

図図  77--2222  RRII ビビーームムフファァククトトリリーー  

（出典）第 24 回原子力委員会資料第 2 号 理化学研究所仁科加速器科学研究

センター 櫻井博儀「理化学研究所での RI 製造の取り組み」(2021 年)  
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放射性廃棄物の地層処分の負担を減らすためは、長期的な有害性が高い放射性元素（特に

アクチノイド28元素の一つであるアメリシウム）を放射性廃棄物から分別することが重要で

す。高レベル放射性廃液に含まれるアクチノイドやランタノイド29と呼ばれる元素群は化学

的な性質がほぼ同じため、通常の化学的な手法で分別することは困難です。一方、各元素は

吸収する光の波長が異なるため、光吸収により元素を選んでエネルギーを付与できます。こ

の特徴が分別に役立つのではないかと考えられましたが、単純な光吸収ではエネルギーが

足りないため化学反応を誘起できず分別の原理としては不完全でした。 

原子力機構は、アメリシウムに特徴的な吸収波長の

レーザーを硝酸水溶液中のアメリシウムに照射すること

により酸化反応が誘起されることを見いだしました。ま

た、反応には硝酸イオンが必要なことを見いだすととも

に、生成物分析の結果から酸化反応が起きていることを

明らかにしました。さらに、ランタノイド共存下でアメ

リシウムだけを選択的に酸化し、その溶液を溶媒抽出す

ることにより、酸化されたアメリシウムとランタノイド

をきれいに分離できることを実証しました。この反応の

仕組みを解明するために、大型放射光施設 SPring-8 に

おける放射光 X 線吸収分光及び原子力機構の大型計

算機による量子化学計算を行い、光吸収後の電子の

振る舞いを明らかにしました。放射光分析と量子化

学計算の結果、今回の光反応の出発物質である錯体

の安定構造の予想がなされています。 

これらの結果は、今回の手法が放射性廃棄物の分

別原理として新たな選択肢となりうることを示唆しています。また、アメリシウム以外のラ

ンタノイド・アクチノイドに対しても有効な選別原理になると考えられるため、希少金属の

再利用を促進する超高純度精製法への発展が期待できます。持続可能な資源循環型社会の

実現に貢献する日本発の新技術が誕生する可能性があります。 

28 原子番号 89 から 103 の元素。不安定な放射性物質として存在し、原子炉や加速器で人工的に作られるも

のが大部分を占める。 
29 原子番号 57 から 71 の元素。プロメチウム以外は安定元素として天然に存在し、希少資源として磁石な

どに産業利用されている。ウランの核分裂で生成する元素もある。 

光光反反応応のの起起点点ととななるる錯錯体体構構造造のの

理理論論予予想想  

コラム ～放射光施設を活用した高レベル放射性液中の元素の分別に向けた取組～ 

（出典）原子力機構「高レベル放射性廃液中の

元素を光で選別、分別回収の革新的原理を実

証-デザインされた光により、光反応の元素選択

性と反応性を両立させることに成功-」（2022 年） 
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7－3 放射線利用環境の整備 

様々な分野で利用され、私たちの生活や社会に便益をもたらす放射線ですが、取扱い

を誤れば、環境を汚染したり人体に悪影響を与えたりする可能性があります。放射線・RI

を安全かつ適切に利用するために、廃棄物の処理・処分を含め、様々な規則が定められて

います。これらの規則は、国際的に合意された放射線防護体系の考え方を取り入れてお

り、科学的知見に基づき策定される国際基準等に照らし、必要な改正が行われます。今般

原子力委員会が改定した「原子力利用に関する基本的考え方」では、医療用放射性廃棄物

の処理・処分の規定整備が重点的取組の一つとされています。 

また、放射線防護や線量評価等を実施する際に根拠となるデータを得るための調査・

研究や、原子力災害に備えた専門的な被ばく医療人材の育成も進められています。 

（1） 放射線利用に関する規則 

放射性同位元素等規制法は、RI や放射線発生装置の使用等を規制することにより、放射

線障害を防止し、公共の安全を確保するとともに、セキュリティ対策の観点から、特に危険

性の高い RI（特定 RI）の防護を図ることを目的としています。ほかにも、放射線利用は、

放射線障害等から労働者を保護する「労働安全衛生法」（昭和 47 年法律第 57 号）、放射線や

RI 等を診断や治療の目的で用いる際の基準等を定める医療法、医薬品等の安全性等の確保

のために必要な規制を行う医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律等に基づいて、厳格な安全管理体制の下で進められています。医療機関において使用さ

れる放射性医薬品のうち、一部の未承認放射性医薬品は医療法と放射性同位元素等規制法

による二重規制を受ける状況となっています。二重規制の改善等の検討が進められており、

2022 年 11 月には、放射性同位元素等規制法施行令の一部を改正する政令が閣議決定されま

した。この改正によって、放射性同位元素等規制法の適用を除外する RI を列挙していた施

行令の構成を見直し、放射性医薬品等の使用その他の取扱いについて放射性同位元素等規

制法と同等の規制が行われる法律を明示した上で、放射性同位元素等規制法の適用が除外

されるものを告示で指定することとなりました。改正政令及び告示は 2024 年 1 月に施行さ

れることとなっています。なお、我が国の放射線利用に関する規則は、国際的に合意された

放射線防護体系（図 7-23）の考え方を尊重し取り入れています。 

 

図図  77--2233  放放射射線線防防護護体体系系  
（出典）環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料 令和 3 年度版」（2022 年） 
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30 第 6 章 6-3(3)④「低レベル放射性廃棄物処分の規制」を参照。 

放射線利用を進める上では、それに伴い発生する放射性廃棄物を適切に取り扱うことも

 重要です。研究開発施設等から発生する RI廃棄物の処理・処分については、放射性同位元

素等規制法における廃棄に係る特例により、原子炉等規制法と放射性同位元素等規制法と

の間で処理・処分の合理化が図られました30。また、医療機関等から発生する医療用 RI 廃

棄物についても、処理・処分の合理化を図るための検討が進められています。医療用等ラジ

オ アイソトープ製造・利用推進アクションプランにおいても、今後の RIの国内外からの安

定供給や医療現場での活用の基盤をなすものとして、医療利用に供するための研究 用 RIや

 医療用 RIの廃棄物処理・処分が挙げられています。 

（2 ） 放射線防護に関する研究と原子力災害医療体制の整備

原子力規制委員会では、放射線源規制・放射線防護による安全確保のための根拠となる調

 査・研究を推進するため、2017  年度から  2021 年度までの間、「放射線安全規制研究戦略的

推進事業」が実施されました。同事業では、原子力規制委員会が実施する規制活動における

ニーズ、国内外の動向や放射線審議会等の動向を踏まえ、年度ごとに重点テーマが設定され、

研究が実施されました。同事業の「研究評価委員会」において研究計画及び研究成果の評価

が行われ、今後も安全研究における評価の枠組みの中で追跡評価が実施され、その結果は原

子力規制委員会に報告することになっています。 

原子力規制委員会は、従来の緊急被ばく医療体制を十分に活用しつつ、救急医療及び災害

医療体制が原子力災害時にも有効に機能するよう「原子力災害拠点病院等の施設要件」を定

め、この施設要件に基づいて「原子力災害拠点病院」、「原子力災害医療協力機関」、「高度被

ばく医療支援センター」及び「原子力災害医療・総合支援センター」が国又は原子力災害対

 策重点区域内の道府県により指定又は登録されてきました。2022  年 4 月には、それぞれの

施設に求められる役割等を別立てにし、要件の位置付けを整理して、名称が「原子力災害拠

点病院等の役割及び指定要件」に改められました。 

原子力機構は、外部被ばくや内部被ばくの線量評価に関する研究や関連する基礎データ

の整備等を進めており、核医学検査・治療に伴う患者の被ばく線量評価のための米国核医学

会の線量計算用放射性核種データ集の改訂に貢献する等の成果も上げています。 

量研は、原子力災害時の医療体制で高度専門的な被ばく医療を行う高度被ばく医療支援

センターにおいて中心的、先導的な役割を担う「基幹高度被ばく医療支援センター」の指定

を受け、内部被ばくの個人線量評価、高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総

合支援センターの医療従事者や専門技術者等を対象とした高度専門的な教育研修、原子力

災害医療に関する研修情報等の一元管理等を行っています。2021 年 5月には、新たな拠点と

なる「高度被ばく医療線量評価棟」が完成し、最新の計測機器や分析装置が導入されました。 
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